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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに        

主要な産業がない地域にとって，地域活性化の方策として観光産業への期待が高まっている．特に，我が国の国

際観光の現状は，日本人の海外渡航者数が１６００万人/年であるのに対して，外国人の国内訪問者数は４００万人
/年程度にとどまっている 1)．さらに，そのような外国人観光客のうち，大都市部以外の地域を訪れる割合は決して

大きくない 2)．その原因としては，交通アクセスの問題や，核となる集客施設の欠如などの本質的な問題の他に，

本来は魅力があると考えられる観光資源に関する地域の意識が低く，その情報発信が進んでいないことも一因では

ないかと考える．それでも，日本を訪問する外国人の主な目的は多くは大都市部にあることは否定できないが，も

しも，ついでに地域に存在する観光資源を訪問し，その魅力が外国に伝われば，やがては主要な訪問先になりうる

可能性を秘めている．このような正のループの可能性を検討することが本研究の動機となっている． 
さて，地域にとって，大規模な開発整備が必要ない新たな観光資源は複数考えられる．本研究では，その中で歴

史上の外国人の足跡に関する情報や関連施設に着目し，その外国人観光客誘致への活用について基礎的に検討する

ことが目的である．その手段として，自治体などへの情報提供を依頼した．具体的には，全国市町村と在日大使館

への調査票配布・回収を中心とし，これに書籍やウェブサイトの情報を添付して，「外国人の歴史情報」に関するデ

ータベースを作成した．さらに，具体の検討事例として，道央に焦点を絞って追加的な調査を行った． 
 
２．情報収集２．情報収集２．情報収集２．情報収集    

始めに，上記の方法で歴史上の

外国人の足跡に関する情報を収

集した．その結果として全体で１

５５人，延べ２３４件の情報（同

一人物の異なる市区町村からの

情報を各々数えている）が得られ

た．これらの情報の中では，欧米

からのお雇い外国人に関するも

のが多く，全国各地から多様な情

報が得られた．図１はこれらの情

報をデータベースとしたもの一

部である．また，この２３４件の

情報を人物の出身国，我が国で足

跡を残した地域別にクロス集計

したものが表１である．この表より，いくつかの国籍・地域に関して情報が集中している例が見られる．このうち，

例えば東北のイギリス人の情報にはイサベラ・バード（明治時代の旅行家）に関するものが９件含まれている．中

部のイギリス人の情報にはウォルター・ウェストンに関するものが１０件含まれている．また，各地のオランダ 
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人の情報にはヨハネス・デ・レーケに関するものが１４

件含まれている．さらに，お雇外国人をはじめとして多

くの外国人が東京を訪れている例が見られる（主たる活

動とは別な場合も多い）．これらを考慮に入れると，北

海道におけるアメリカ人に関する情報（１４件，特に道

央地域に１０件が集中している）は多いと考えることが

できる． 
なお，道央における情報を具体的に挙げると，ウィリ

アム・スミス・クラーク（北海道大学教授），ホルト（豊

平橋設計等），ホイーラー（札幌時計台の構想等），ホー

レス・ケプロン（北海道開拓顧問），エドウィン・ダン

（営農指導），ジョセフ・ユリ・クロフォード（札幌～小樽間に鉄道敷設），エドワード・モース（手宮洞窟を調査），

イサム・ノグチ（彫刻家）などである． 
    

３．道央への追加調３．道央への追加調３．道央への追加調３．道央への追加調査査査査    

今回の調査からこのような情報が得られた一方で，詳細は講演時に紹介するが，歴史情報とともに尋ねた市区町

村の外国人観光客誘致への取り組みは大変少ないことも明らかとなった．しかし，道央の市町村は外国人観光客誘

致に比較的熱心に取り組んでいることも同時に明らかとなった．そこで道央地域において，外国人観光客誘致への

取り組みの内容，施設・環境整備への意向，誘致のターゲットとする国籍などを再度詳細に尋ね，さらに，今回の

アメリカ人の歴史情報に関するデータを提示した上で，その活用の可能性を同時に尋ねた．その結果，外国人の歴

史情報を多く持っている札幌市・小樽市においては，この情報を観光振興に活用するという考え方のないことが明

らかになった．これは，北海道の多くの市町村もそうであるが，両市においても外国人観光客誘致の興味は台湾・

香港・韓国・中国などのアジア各国に絞られており，アメリカは興味の対象外であるためであると考えられる． 
各市町村の抱える観光資源においては，「雄大な自然」が観光客に対する最大のアピールポイントとされているこ

とも明らかとなったが，このことがアジア重視の方針と重なり，アメリカからの観光客数が伸びていないことの原

因となっていると考えられる．これは，一般的にアメリカ人観光客にとっては，「雄大な自然」というのは自国にも

同様の魅力があり特別なものではないからである．反対に，アメリカ人観光客は一般的に自国の先人の歴史情報な

どには興味を示しやすいとされており，このような歴史情報の提供は観光誘致に大きな可能性を秘めていると考え

ている．  
 
４．今後の展望４．今後の展望４．今後の展望４．今後の展望    

本研究では，日本で活躍した歴史上の外国人に関する先駆的な情報収集を行ったが，近隣諸国の中国や韓国の情

報がほとんど得られなかった．道央でもそうであったように，我が国の外国人観光客誘致のターゲットはアジア諸

国であると考えられ，再度アジアの歴史情報にターゲットを絞って調査する予定である．なお，現時点では調査デ

ータをデータベースとして構成した段階であり，詳細な考察が行えていない．講演時に，より詳細な分析結果を示

す予定である． 
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